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米国の National Ignition facility(NIF)において、

2010 年からエネルギー利得の実証に向けて核

融合点火実験が開始され、着実に研究が進めら

れている［1］。また、2030 年代には、レーザ

ー核融合炉により電力を供給する野心的な計

画も発表された。このように、レーザー核融合

の実現性が一段と確かなものになっている。一

方、米企業 Space X 社は、2022 年にも火星への

100 万人移住計画を目指して、エンジンなどの

開発を本格化させている [2]。 

そして、核融合は宇宙推進に非常に適してい

る。なぜなら、核融合反応では、他の化学反応

や核分裂反応と比較して、単位質量あたりに発

生するエネルギーが非常に大きいため、高温・

高速のプラズマが容易に得られる。核融合反応

で生成した膨大なエネルギーを持つプラズマ

を、固体壁ではなく磁場による壁、すなわち磁

気圧によって運動方向を変えることにより、大

きな推力を得ることが出来る（図 1）。従って、

核融合プラズマを利用した宇宙推進システム

(ロケット)は、従来の推進機では不可能な、高

い排出速度（即ち低燃費）と大推力および長寿

命を同時に達成可能であるため、画期的な高速

推進システムとして非常に有望である。米国の

Livermore 国立研究所のグループも、概念設計

例「VISTA」に関するレポートを公開しており

［3］、火星までの往復は、化学推進を用いた

場合の 1/5 のわずか 100 日で可能であり、しか

も１０日間の火星滞在が許されることを示し

た。しかしながら、彼らは推進力獲得の実証に

最重要課題である、磁気ノズル中のプラズマ挙

動については、殆ど議論していない。 

そこで、我々は長年にわたり数値解析を用い

て磁気ノズル中の非定常なプラズマの振る舞

いを解明してきた。また実験による検証をめざ

しても努力してきた。 

数値解析においては、3 次元ハイブリッドコ

ード[4]を用いて磁場形状の最適化を行ってき

た。その結果として、2 つのコイルを用いるシ

ステムにおいては、プラズマの運動量から推進

力への推進効率は 77％ に達した。また、スラ

ストベクトルが変更可能なように、図 2 に示す

ような、矩形コイルを 12 個配置した体系にお

いて計算を行った。その結果として、矩形コイ

ルに均一な電流を流した際の推進効率は 71%

と従来のコイル一つのシステムの 65%と比 

 
図 1 磁気ノズル・スラストチャンバーシステ

ムでの推力獲得のメカニズム、 核融合で発生した
プラズマは、磁場を圧縮しながら膨張する。圧縮された磁

場は、バネの役割をし、プラズマを跳ね返し放出し、その

反作用で推力が発生する。磁場は、非定常的に、大きく変

化する。 
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図 2ベクトル制御の概略図 

 

較して向上した。 

コイル間のカスプ状磁場に粒子が閉じ込め

られており、従来のコイルでは 5%ほど抜ける

コイル軸方向の粒子数は全体の 0.6%と減少し

ていたことが性能向上に寄与したと考えられ

る。次に、推力方向制御の可能性を検討するた

めに、上側 6 個の矩形コイルには時計方向に 32 

kA turns 流し、下側の 6 個の矩形コイルには半

分の 16 kA turns を流す。これにより計算領域の

－X 方向の磁場が弱くなり、プラズマが－X 方

向に多く排出され、Steering angle β が発生する

事が確認できた。 

数値解析だけでなく，磁気スラストチャンバ

ーシステムによる推力が発生することを実証

し、設計指針を得るべく，大阪大学レーザーエ

ネルギー学研究センターとの共同研究を実施

してきた．実験においては，核融合プラズマを

模擬したレーザーアブレーションプラズマと

磁場との相互作用を観察してきた。 

永久磁石を用いた推力測定の結果、レーザー

エネルギー1 J の力積も 2 Ns と小さいが、力積

の測定に成功し、初めて磁気スラストチャンバ

ーシステムを実験的に実証した。 

プラズマと磁場の相互作用を観察するため、

マッハ・ツェンダー干渉法を用いて、磁場とプ

ラズマの相互作用を観察した。図３にマッハ・

ツェンダー干渉法から算出したプラズマ密度

分布を示す。図の左方向-13 mm にコイルの端

面がある。磁場を印加しない条件下では、プラ

ズマは彼方に飛んで、ほとんど存在していない

が、磁場を印加することで、磁気圧とプラズマ

の圧力が釣り合う、薄い層状の高密度領域が存

在しており，この境界層よりも下流において反

磁性キャビティの存在が示唆される結果を得

ることができた。またこの境界層は磁場強度, 

レーザーの投入エネルギーおよびターゲッ

ト材質によって変わることを確認している。 

また、レーザー生成プラズマから噴出される

プラズマの密度および温度および速度を協同

トムソン散乱法により測定した。磁場の印加に

よる密度の上昇ならびに径方向の速度の減少

が観察されている。またプラズマの反磁性電流

による磁場の変化をマルチループプローブで

計測したところ、膨張するプラズマの先端での

磁場増幅を計測し、間接的に反磁性キャビティ

の存在を確認した。これらの成果をもとにスケ

ーリング則を構築し、レーザー核融合ロケット

のデモ機の設計・試作に還元できるようにする。 

 
(a)         (b) 

図 3 磁気スラストチャンバ中のプラズマ密度

分布、レーザーエネルギー100 J×6、t＝200 ns

後(a)0 T at target, (b)1.1 T at target 
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